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目的 

ー 障害者 ン ー 
ン 強い関心 対  

人権 び技術的 議論  
提供  

ー 可能 都市
い いう考え 様々 関係者 伝え

役立  

ー Smart Cities for All ー  
一部 成 ー  

他 ー 組 合わ 使用
 

多く 人 ー  
利用 ー  

構築 あ 最大 課題 1
障害者 認識 ICT

高  

ー 都市  
ー ICT  
いう概念 組 込 利点  

効果的 伝え 役立 う  
設計 い  
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Smart Cities for All  
概要 

2016年6月 G3ict World Enabled

障害者や高齢者 た  

ー け ICT セ
ビ ン ー ョン

現状 世界中 定義す た 国際
開始し した こ

自治体 業界 市民
社会 学界 250人以上 国際的

専門家 ン ー 含 い
す た 世界中 主要 ー

一連 円卓会議 開催さ し
た  

Smart Cities for All 今日
ー ICT
重点 置い 障害者

や高齢者 格差 拡大 い
確認 現在世界 専門家 ICT

基準 世界中 ー
間 明確 関係 い 考え い

ICT 基準 使用 い
ー い 世界 専門家

う 18％ 知 状況
前進 専門家 完全  

包括的 ー 作 出
ICT 公的調達 必須基準

あ 必要 あ 信念 持 い  
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本 ー 使い方 

ー 全体 た 主要 関係者 ICT
セ ビ た 説得力 あ ー  
作 た 最 有用 議論 使用し す  

1. あ 聴衆 念頭 置い 以下 議論
読 く い 

2. あ 聴衆 共鳴 最 説得力 あ
議論 選 く い 

3. 選択
ン ー ン 作成 下 い 

ー ICT
ー

ー 重要
理由 詳細 説明 4
部分 含 い  

ー
ー 調整 支援

う 設計
ー 視聴者

簡単 提示  
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ICT セ ビ た  
ー 伝え 方法 

次 効果的 ー ン戦略
作成 提供
い  
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コ ュ ー ョン 目標 目的  
設定す  

効果的 あ た 聴衆 語 重要  
セー 策定す  

優先す コ ュ ー ョン
識別す  

1 

2 

3 
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コ ュ ー ョン戦略 作成す  

仲間 ソー 動員す  

成果 測定 評価 す  

4 

5 

6 
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ーバ ン ー  
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コ ュ ー ョン 
ー  Part 1  



都市 私たち 未来 

都市 住 人々 割合 都市 住 障害者 び高齢者 割合  

す 重要 す 

• 国連 2050年 世界人口 70％ 都市 住 う 少 く
15％ 障害 あ 人々  

• 都市 人口 急速 上昇 い 同時 都市部 住 障害者や高齢者
割合 他 人口 急速 増加 2000年 2015年
世界的 60歳以上 人口 農村部 25％ 増加 い い 比  

都市部 68％ 増加 い  
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技術 重要性 高  

使用中 バ 数 びそ 依存度 引 続  

増加し い す 

• ン ー 接続 い 2000年 2億台  

2012年 100億台 2020年 500億台  

• 今後10年間 ー 住 人々 60％ ePayments

eExchange eSharing eServices  
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ー 急増中 

現在21あ ー 2025年 世界中 少 く  
88 増え す ー こ ー 巨大 ビ  
投資機会 創出し す 

• ー 世界的 傾向 2025年 太平洋地域 ー
32 ー 31 南北 25 予定  

• Frost＆Sullivan ー 世界市場 2020年 1.5兆 以上
予測 い 2014 年 国 GDP 比較 場合 ー
市場 世界 12番目 経済大国 あ ン GDP 大 く

 

• 2025年 ー ー 需要 ン 46％
中東 39％ 中東欧 31％ 成長   
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現在  ン  

決し セ 可能 あ せ   

障害者権利条約批准国 40% 一部  ( い)  

政府 サ セ 可能 す 

障害者権利条約批准国 18% 10 商用 び 

 サ 可能  

 
 
 

主要国語  
70% 国   

 
  少数言語  
23% 国  

キ 音声変換  
バ バ ： 

ーン ー ー 存在： 

主要国語  
56％ 国    

少数言語  
21％ 国  
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情報格差 広 い  
今日 障害 あ 人々 増大す 世界的 技術 依存 す す 
除外さ い す 

決し ン ン 向わ い米国 人口 

決し ン ン 向わ い 障害 あ 人 

決 ン ン 向わ い 一般的 米国 人口  

障害 あ 大人  
家庭用 ー ン 申 込 ン ー ー  

ー ンや 所有 割合  

約20％少 く す  
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人口統計 びビ ー  

14 

コ ュ ー ョン 
ー  Part 2  



障害 あ 人々  
都市経済 大 推進要因 あ  

国連 推計 世界 人口 15% 約10億人  
1 以上 障害 負 暮 し い す  

• 障害 あ 人々 都市 人口 大 部分 占 親 い友人や家族 共
8兆 以上 可処分所得 持 い  

 

• 米国人労働者 10％ 障害 有 55歳 64歳 人々 割合
著 く上昇  
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高齢者 た都市経済 重要  
推進者 あ  
高齢者 す 都市 人口 経済 重要 部分 あ 今後数十年
さ 増加し す 

• 今日 世界中 人口 8.5％ 6億17百万人 65歳以上  
2050年 世界 人口 17％ 16億人 増加  

予測 い  

• 65歳以上 人口 2050年 4800万人 8800万人
今後30年間 倍増 予測 い  

• 2050年 世界 平均余命 約8歳上昇 2015年 69歳
2050年 76歳 上昇 予測 い  

• 2050年 高齢者 先進国 都市部消費 51％ 生  
4.4兆 世界全体 消費量 19％ 占  
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都市 け 雇用率 支え  
ICT セ ビ  
米国人労働者 10％ 障害 あ 55歳 64歳 人々 そ 割合
著しく上昇し す 

• ICT 障害者 雇用機会 増や 職場
不在 減 市民 権限 与え 障害 あ 人々や他 市民 潜在能力  
最大限 引 出   

• ICT 生産性 恩恵 都市 従業員/公務員 び都
市 全般的 経済 及び   

• 就労年齢 大人 57％ 可能 技術 活用  

ー 恩恵 受    
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ICT セ ビ す 市民
役立  
障害 あ 世界人口 15％ 対象 したICT セ ビ 機能  
そ 他 人口 85％ 利用す こ す  

• す 市民 ICT セ ビ 解決策 彼 利益 た す 
状況的障害 毎日影響 受け 場合 あ す 例え :  

• 運転中 両手 使用 い 読 上
や音声認識機能 使用 市内 ー ン ンや携帯電話  

 

• 明 い 暗い場所 使用 画面 明 調整
 

• 静 環境 触覚機能 使用 天気予報や交通警報 う 重要
都市 通知 取得  
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ICT セ ビ コ す  
都市 ー ー ー あ  
今日 セ 可能 技術 明日 主流 製品 サービ す 

• ICT 重点 置く都市 人工知能 自然 ー ー ン ー
機械学習 次世代技術 定義 役立  

• 今日 主流 製品 多く 音声認識 音声読 上 び 
予測 可能 技術 起源  

• 都市 ICT ー IT 能力 専門知
識 開発 地域 可能 ー
拡大 役立   

• ICT 焦点 当 都市 最高 人材 引 保
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権利 ー ー  

20 

コ ュ ー ョン 
ー  Part 3  



障害 あ 人々 社会経済的 結果  
悪化し い   
障害 あ 人々 貧困 教育 金融サービ セ
雇用 す 社会経済的指標 い 悪化し
い す 
• 2011年世界障害報告書 世界中 障害者 障害 い人々 健康状態
悪く 教育成果 低く 経済的参加 少 く 貧困率 高い 判明  

• 障害者 失業状態  雇用 賃金 少 い可能性 高く  
障害者 雇用 差別 交通 制限 自営業や生活活動 促進

ー 不足 開発 恩恵 受 貧困 逃
困難  

• 国や都市 障害者 経済的 主流 外 い 多く 財政的 ー
や財政的 介入 障壁 直面 い  

例え 米国 障害 持 世帯 半数 信頼 障害 い世
帯 2倍信頼度 欠 い  
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国連障害者権利条約 ICT セ  
ビ 基本的人権 し 認 い  
170 国以上 障害者 権利 関す 条約 CRPD 批准し い す 

• 障害者権利条約 情報通信技術 ICT 支
援技術 両方 観点 物理的環境 交通手段 同様

権利 不可欠 部分 定義 い  

• 障害者権利条約第9条 沿 障害者権利条約批准国 都市 障害者 他
人 平等 基礎 情報通信技術 び う

適切 措置 講 必要 あ  
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ICT セ ビ 同様 参加す
権利 支援す こ  
障害者権利条約 障害者 区別 く た 差別 く平等 参加す
権利 有す こ 保証し い す 
ICT 重要 役割 果たす分野 次 す 

 
• 教育 セ  第24条  -  ICT 障害者 教育

ン ーン 訓練 都市 ー 前例 い
提供  

• 自立生活 実現 第26条  - 障害者 最大限 独立性 完全 身体的 精
神的 社会的 職業的能力 び生活 あ 側面 完全 包含 参
加 達成 維持 可能 効果的 適切 措置 講

あ  
• 緊急時 準備 対応 第11条 都市 武力紛争 人道上 緊急事態
び自然災害 発生 含 危険 状況 あ 障害者 保護 安全 確保

必要 措置 講 あ   
ICT 緊急情報 市民 伝え 上 極 重要 役割
果  
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障害者 同様 参加す 権利 あ  

• 仕事 雇用 第27条  - 雇用 ー ン び電子商取引 機会
進 提供  

• 個人 移動 第20条  - 個人 移動 自 選択 方法 負担 や
い価格 確保 い 

高品質 移動支援手段 支援技術 移動支援 生 出
び支援技術 提供 あ  

• 政治 び公的活動 参加 第29条  - 障害者 他者 平等 政治
的 公的 活動 効果的 完全 参加 う あ  

 

 

障害者権利条約 障害者 区別 く た 差別 く平等 参加す
権利 有す こ 保証し い す 
ICT 重要 役割 果たす分野 次 す 
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都市 障害者 権利  
ー ー こ  

都市 ーバ 障害者権利 中心地 し 重要性 活 す う 
独自 位置 け い す 

• 人権 技術 経済成果 関連 指標 関 世界的 人口動向 ー
ー ー 都市 分野 ー ー 重要 立場 活

用 機会 提供 い  

• 世界 都市 84％以上 既 国連障害者権利条約 加盟国 い  
ー財団 100 Resilient City 障害者権利条約 批准

署名 国々 あ  
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技術的議論 
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コ ュ ー ョン 
ー  Part 4  



ICT セ ビ 約束  
実質的 技術的利益 た す 
ICT セ ビ 法令遵守 超え い す 

• Web ー や ン ン ー 可能 検索 ン ン 検
索結果 数 増え 上位 移動  
検索 ン ン 文書構造や代替 可能 ー ー

ン 作成 支援技術 使用 同 情報 基 い
ン 付 決定 行い  

• 可能 Web ン ン ー ン ー ン率
向上 投資収益率 向上  

• 可能 ン ン ー 技術 広範 市
民 効果的 迅速 対応  
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セ ビ コ 削減 

セ ビ 多く 側面 直接的 び間接的 コ
削減 提供し す 

• ー ン Web ン ン ー び異
用 製品 作成 必要性 減  

ン ン 配信  

• 新技術 ー 削減 将来 Web ー 準備
改善  
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セ ビ ン ン
セ 効率 向上 

ン ン ン 必要 時間 ソー  
適切 セ ビ 計画 実装 最小限 抑え す 

• 情報 表示 変更 必要 時間 労力 削減 開発 再設計 削減
複数 ー ン く1 可能 ー ン

持 実現  

• 可能 異 言語 翻訳 や く 国際化 容易
携帯端末 ン ン 容易 ン ン 削減  
検索 ン ン 最適化 実現 多く 人 や ン ン 
ー 利用 う  
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サーバー負荷 軽減 

セ ビ セ ン ー 速度
向上させ 追加帯域幅 必要性 減 すこ す  

• 各 ー 縮小 ー 用 代替
用 ン 含 大 ー

ン ー 必要性 減 達成
 

• 低帯域幅 接続 使用 ー ー 画像
情報 ー ン ー う 決定  
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ICT セ ビ 実現  
都市 高価 い 
コ セ ビ コ ン 対す 議論 い 

• 機能 製品や 初期設計 含 場合
低く抑え  

戦略 早期 採択 組織 ー
従 実装  

• 既 立 上 後 改変 最初 実装時 可
能 ン ン 開発 高価  

• 米雇用機会均等委員会 US Equal Employment Opportunity Commission
障害者 必要 職場設備 半分以上 500 以下 実施 報告

い  

31 



付録 

32 



重要用語 

障害者 び高齢者 

1 以上 主要 生活活動 実質的
制限 身体的 精神的障害
有 者 制限 環境障
壁 部分的 形 く

他者 平等 社会 参加
妨 い 高齢者 老化

一部 う 障害
得 あ  

 

 

ー  

ー 評議会 ー
居住性 作業性 持続可能性

高 情報通信技術 ICT
使用 定義 い  
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重要用語  

支援技術 

支援技術 AT 追加
接続 組 込 ー

指 入力
出力 個人的 関連 形式

変換 個人
向上  

 

ICT セ ビ  

ICT 利用者 能
力や障害 関係 く 最 広範 利用
者 利用 ン ー
ー 携帯電話 ー

う 主流 技
術 品質 あ 一般 受 入
い  
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謝辞 

ー 開発 世界中 ICT
積極的 推進

実施 い 専門家 ン
う

以下 ーワー 貴重 貢献
感謝い  

 

Nicole Bohn ン ン 市長
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Global Initiative for Inclusive Information 

and Communication Technologies ( ン
ー 情報通信技術 世界的

) 国連Global Alliance for ICT 

and Development 国連経済社会局 障害
者権利条約事務局 協力 2006年12月 開
始 提唱 使命

支援技術 促進
障害者権利条約 (CRPD) 実施 円滑
支援  

詳細 い 覧く い  

http://g3ict.org/  

World Enabled ー 教育
ー ン び戦略的 ン ン
ー 私 企業や行政 対

障害者 権利 促進 法的義務 完全実施
支援 い 私 業務 調査

都市計画 ン ー 都市開発
焦点 当 い 国際的 ー ー

私 障害 あ 人 才能
十分 発揮 可能性 十分 活

ン ー 社会 作 上
詳細 い 覧く い  

http://worldenabled.org/ 
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James Thurston 国際的 認
技術政策 ー ー  

G3ict ー 戦略開発担当
ン 新 い 策

定 実装 主導 米国内外 政府高官指
導者 技術政策 人権 ン
ー ン い い
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Dr. Victor Santiago Pineda World 
Enabled ン びGlobal 
Alliance on Accessible Technologies and 

Environments (GAATES ) ン
務 い  

Dr. Pineda 国際的 障害者権利 ー
ー 認 米国

元大統領 Architectual and 
Transportation Barriers Compliance 
Board 委員 任命  

38 



Smart Cities for All 
ソー  

  
他 ー ン ー  

www.smartcities4all.org 
く い 

 

問い合わ 先: 

info@smartcities4all.org 
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